
１．重要な会計方針

土地改良区会計基準（平成31年2月14日付け30農振第2938号、農林水産省農村振興局通知）を採用している。

（１）資産の評価基準及び評価方法

①建物及び附属設備

固定資産台帳に登載されている取得価格から減価償却累計額を控除した価格としている。

②所有土地改良施設

土地改良財産台帳に登載されている造成価格又は取得価格から減価償却累計額を控除した価格として

いる。

造成価格又は取得価格、造成年度又は取得年度が不明な施設については、必要な基礎的データを調査

の上、順次評価を行い資産に計上する。

③受託土地改良施設使用収益権

土地改良財産台帳に登載されている造成価格から減価償却累計額を控除し、土地改良区が負担した割

合を乗じた価格としている。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（３）貯蔵品の評価基準及び評価方法

該当なし

（４）固定資産の減価償却の方法

①土地改良施設等の減価償却の方法

定額法によっている。

なお、主要な耐用年数は以下のとおり

・所有土地改良施設 ～

・受託土地改良施設使用収益権 ～

②その他固定資産の減価償却の方法

定額法によっている。

なお、主要な耐用年数は以下のとおり

・建物

・機械及び装置 ～

・車両運搬具

・器具備品 ～

（５）繰延資産の減価償却の方法

該当なし

（６）引当金の計上基準

職員退職給付引当金・・・・・ 職員の退職給付に備えるため、当年度末における職員退職手当金要支給

額に相当する額を計上している。

役員退任慰労金引当金・・・・ 役員の退任慰労金の支給に備えるため、役員等の報酬費用弁償及び表彰

等支給に関する規程に基づき、当年度末における要支給額に相当する額

を計上している。

（７）積立金の計上基準

財政調整積立金・・・・・・・ 運営管理費等に対処するため、積立金規程に基づき積み立てしている。

職員退職給付引当積立金・・・ 職員の退職手当の支給に備えるため、積立金規程に基づき積み立てして

いる。

役員退任慰労金積立金・・・・ 役員の退任功労金の支給に備えるため、積立金規程に基づき積み立てし

ている。

転用決済金積立金・・・・・・ 地区除外に伴い受領した決済金について、決済が行われた翌年度以降の

維持管理費に充当するため、積立金規程に基づき積み立てしている。

償還準備積立金・・・・・・・ 土地改良事業に係る負担金の円滑な償還を図るため、積立金規程に基づ

き積み立てしている。

（８）リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

（９）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理については、税込方式による。
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２．重要な会計方針の変更

（１）会計処理の原則又は手続の変更

令和4年度より複式簿記に移行している。

（２）表示方法の変更

該当なし

３．基本財産及び特定資産の増減及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

５．担保に供している資産

該当なし

６．固定資産等の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（１）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（２）所有土地改良施設及び受託土地改良施設使用収益権の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、

　　　次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　備荒積立金 105,094,221 1,012,680 0 106,106,901

小　　　計 105,094,221 1,012,680 0 106,106,901

特定資産

　所有土地改良施設 6,765,373,349 0 327,578,960 6,437,794,389

0 13,355,757　転用決済金積立資産 13,302,660 53,097

　受託土地改良施設使用収益権 97,388,859 0 8,363,490 89,025,369

　財政調整積立資産 53,847,476 1,030,548 0 54,878,024

　職員退職給付引当積立資産 27,500,783 5,793,318 0 33,294,101

　役員退任慰労金積立資産 2,964,177 797,357 0 3,761,534

基本財産

　備荒積立金 106,106,901 0 (106,106,901) (0)

（単位：円）

小　　　計 6,960,706,654 10,148,873 335,942,450 6,634,913,077

　償還準備積立資産 329,350 2,474,553 0 2,803,903

合　　　計 7,065,800,875 11,161,553 335,942,450 6,741,019,978

小　　　計 106,106,901 0 (106,106,901)

特定資産

科　　　目 当期末残高 (うち指定正味財産からの
充当額)

(うち一般正味財産からの
充当額)

(うち負債に対応する額)

　所有土地改良施設 6,437,794,389 5,635,014,343 (802,780,046) (0)

　受託土地改良施設使用収益権 89,025,369 0 (89,025,369) (0)

　財政調整積立資産 54,878,024 0 (54,878,024) (0)

　償還準備積立資産 2,803,903 0 (2,803,903) (0)

　職員退職給付引当積立資産 33,294,101 0 (0) (33,294,101)

　役員退任慰労金積立資産 3,761,534 0 (0) (3,761,534)

　転用決済金積立資産 13,355,757 0 (13,355,757) (0)

（単位：円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 （当期減価額）

小　　　計 6,634,913,077 5,635,014,343 (962,843,099) (37,055,635)

合　　　計 6,741,019,978 5,635,014,343 (1,068,950,000) (37,055,635)

建物 1,732,500 1,732,495 5 (17,324)

機械及び装置 4,155,614 3,250,760 904,854 (78,455)

車両運搬具 13,822,512 11,234,441 2,588,071 (644,014)

合　　　計 33,895,405 29,729,837 4,165,568 (1,067,501)

器具備品 14,184,779 13,512,141 672,638 (327,708)

ソフトウエア 0 0 0 (0)



① 所有土地改良施設

② 受託土地改良施設使用収益権

（３）土地改良施設建設仮勘定にかかる補助金相当額については、次のとおりとする。

７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

８．補助金、助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高受取補助金等及び受取助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

受取補助金等及び受取助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

９．換地清算金（土地改良法第54条の3の規定に基づき徴収した金額（同法第89条の2第10項の規定において準用

するものを含む。））徴収金の当期徴収額、換地清算金（同法第89条の2第11項の規定により道等から支払わ

れた金額）交付金の当期支払額並びにこれら清算金の当期残高

換地清算金徴収金の当期徴収額又は換地清算金交付金の当期支払額並びにこれら清算金の当期残高は、次の

とおりである。

10．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

受取補助金（施設用） 45,593,296 0 1,708,482 43,884,814 指定正味財産

小　　　計 0 42,344,146 42,344,146 0

換地清算金の区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の
記載区分 摘要

合　　　計

（単位：円）

科　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 （当期減価償却額）

所有土地改良施設

（単位：円）

285,266,286

区 2,621,209,098 1,818,429,052 802,780,046 42,312,674

総額 17,423,783,089 10,985,988,700 6,437,794,389 327,578,960

内訳 国等 14,802,573,991 9,167,559,648 5,635,014,343

科　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 （当期減価額）

受託土地改良施設使用収益権

292,299,792

区 528,545,548 439,520,179 89,025,369 8,363,490

総額 23,635,507,940 14,143,185,756 9,492,322,184 300,663,282

内訳 国等 23,106,962,392 13,703,665,577 9,403,296,815

（単位：円）

科　　目 帳簿価額 時　　　価 評価損益

（単位：円）

当期末残高
左のうち国庫補助金等

国　　　費 都道府県費

　　該当なし

　　該当なし

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

補助金

一般正味財産　水利施設管理強化事業補助金 雨竜町 0 7,742,000 7,742,000 0

助成金

小　　　計 0 7,742,000 7,742,000 0

19,953,926 0

　農地基盤整備事業夏期工事助成金 雨竜町外 0 20,800,000 20,800,000 0 〃

45,593,296 50,086,146 51,794,628 43,884,814

小　　　計 45,593,296 0 1,708,482 43,884,814

一般正味財産

　農道管理交付金 雨竜町 0 1,590,220 1,590,220 0 〃

　工事等助成金 雨竜町 0 19,953,926

（単位：円）

　　該当なし



受取補助金（施設用）

所有土地改良施設受贈益

11.関連当事者との取引の内容

該当なし

12.重要な後発事象

該当なし

13.その他

（１）長期借入金について

　 当事業年度末において貸借対照表に計上されている公庫資金等長期借入金は、以下のとおり。

① 日本政策金融公庫

1） 道営経営体育成基盤整備事業
整理
番号 備考

2） 道営農地集積加速化基盤整備事業
整理
番号 備考

3） 道営経営体育成基盤整備（面的集積型）事業
整理
番号 備考

4） 道営農地整備（経営体育成型）事業
整理
番号 備考

5） 道営農地整備（中山間地域型）事業
整理
番号 備考

未償還額利率(％) 借入金総額 償還期限 当該年度償還額 償還額累計

恵岱別地区

本牧地区

事業名 借入先

18,452,434R11～R20 189,893,039 130,541,642

借入年月日 利率(％) 借入金総額

7,195,596 18,091,668 155,300,291

10年
据置100,458,892

洲本中央地区

借入金総額 償還期限

R1.11.20 1.70

事業名 借入先

0 54,232,421
10年
据置

65,113,735 824,319,525 608,354,551

当該年度償還額 償還額累計 未償還額

0 0

283,557,804

1,708,482

（単位：円）

経常外収入への振替額 0

合　　　計 285,266,286

（単位：円）

内　　　容 金　　額

経常収入への振替額 285,266,286

償還額累計 未償還額利率(％) 借入金総額 当該年度償還額事業名 借入先 借入年月日 償還期限

(株)日本政策
金融公庫

H16.12.15～ 0.00～

H20.12.15

41,538,411 642,250

0
1.75

(株)日本政策
金融公庫

H16.12.15～ 0.00～

(株)日本政策
金融公庫

0.00～
12,230,517 R6 479,550 12,230,517

H17.12.15 1.85
42,180,661 R6～R7

H16.12.15

78,390,095 5,803,020

1.95

(株)日本政策
金融公庫

H16.12.15～ 0.00～

H21.12.15 1.95

126,520,441 R6～R10 5,346,047 119,143,808 7,376,633

84,193,115 R6～R11

H23.12.15 1.95

(株)日本政策
金融公庫

H18.12.15～ 0.00～
53,761,722

4,513,197 83,200,842 7,854,885R6～R13

R8～R13

H23.12.15 1.95

(株)日本政策
金融公庫

H16.12.15～ 0.00～
91,055,727

2,148,925 44,115,584 9,646,138

合　　計

瑞穂地区

面白内地区

黎明地区

南竜地区

追分地区

追分2期地区

北友南地区

(株)日本政策
金融公庫

H21.12.15～ 0.00～

東栄第1地区
(株)日本政策
金融公庫

R4.11.20～ 0.00～

R6.11.20 1.55

借入年月日 利率(％)

借入年月日

1,432,674,076

R1.11.20～ 0.00～
173,391,959

R6.11.20 1.35

100,458,892 R29～R31

借入金総額 償還期限

R21～R26

東栄第2地区
(株)日本政策
金融公庫

R5.11.20～ 0.00～
54,232,421 R30～R31 0

R6.11.20 1.35

(株)日本政策
金融公庫

H21.12.15～ 0.00～
227,245,997

2,852,420

1,723,406

(株)日本政策
金融公庫

H27.11.20 1.75

(株)日本政策
金融公庫

H21.12.15～

当該年度償還額償還期限

事業名 借入先 借入年月日

12,373,111

事業名 借入先 未償還額利率(％)

R11～R21

H30.11.20 1.75

0.00～
146,967,943

320,434,681

10,029,049 97,715,588 49,252,355R11～R17

未償還額

139,999,973 87,246,024

当該年度償還額 償還額累計

償還額累計



② 国営事業

③ 全国土地改良事業団体連合会

（２）長期借入金の償還方法

当該長期借入金の償還期限まで、毎年度、特別賦課金及び償還準備積立資産の取崩額を償還資金充当する

予定である。

（３）未収賦課金等の明細

（４）引当金の明細

81,612 －

繰上償還

（利息） （利息）

（単位：円）

6,108,628 －

（利息）

0
0 0

0
(0) (0)

（単位：円）

当期増減額

当期末
残高増加

0
0

(0) (0)

減少

約定償還 繰上償還

（利息）

令和5年度
固定資産

経常賦課金 1 64,000 0 64,000 －
かんがい排水事業賦課金 1 17,612 0 17,612 －

0小　計 81,612

（単位：円）

地区名
当初
借入額

借入
件数

償還
期限

利率
（％）

前期末
残高

当期増減額

当期末
残高増加

0
0

0
(0)

減少

約定償還

計 0 0 0

地区名
当初
借入額

借入
件数

償還
期限

利率
（％）

前期末
残高

0
0 0

0
(0) (0)

計 0 0 0

調定年度 区分 件数 期首残高 当期減少額 期末残高 不納欠損引当金 備考

6,190,829 －

当該会計年度
流動資産

小　計 － －

64,000 －

特別事務賦課金 23 － －

経常賦課金 1 － －

（単位：円）

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

合　　計 81,612 0 6,272,441

かんがい排水事業賦課金 1 － － 18,201 －

合　計 57,830,841 1,756,194 0 0 59,587,035

役員退任慰労金引当金 4,097,130 1,045,870 0 0 5,143,000

職員退職給付引当金 53,733,711 710,324 0 0 54,444,035


